下水道法第１６条に係る工事施工承認申請時に
受益者申告書の提出をお願いします！

浜松市上下水道部　お客さまサービス課　受益者負担金グループ
電話：053-474-7813(令和３年４月より053-415-8240)

[bookmark: _GoBack]公共下水道事業計画区域内で、公共下水道管理者以外の者が公共下水道施設に関する工事を行う場合は、下水道法第１６条に係る承認申請及び「受益者申告書兼受益者負担金減免申請書(以下、「受益者申告書」という。)」の提出が必要です。
【土地所有者等の負担】
(1)工事費用は全て申請者の負担となります。
(2)その工事により、新たに公共下水道受益地となる土地には、受益者負担金が賦課されます。
【受益者負担金の減額等の措置】
(1)下水道施設の寄附を行った場合、資産価値相当分が受益者負担金の減免の対象となります。
(2)下水道施設の寄附の手続が遅れる場合、資産価値が減価償却され受益者負担金の減免額が少なくなります。
(3)下水道施設の寄附を行わない場合、減免申請なしとして負担金を決定し請求します。
* 特段の理由があると認められる場合、受益者負担金の徴収猶予(請求時期の延期)制度があります。

　一般的な例　
農転により宅地化し、住宅を建設する土地
(受益者負担金が賦課されます。)
下水道法16条による工事
申請者負担で工事した下水道本管・マンホール・取付管
（市に寄附した場合、その評価額を受益者負担金から減免します。）
既存の下水道本管

　受益者負担金の減免　
受益者負担金
納付額
受益者負担金
地積(㎡)×単位負担金額
減免額
寄附された土地、物件等の評価額に相当する額(減価償却後)
＝
―
減免額が受益者負担金の額以上の場合、納付額は０円となります。




　手続きの流れ　
・事前に受益者負担金の賦課状況を総合案内等で確認をしてください。
・「受益者申告書」は、「工事施工承認申請書」と同時に提出してください。
　遅くても、「工事完了届」提出時までに提出してください。
・「受益者申告書」には公図・求積図(地積がわかるもの)を添付してください。
・「受益者申告書」と添付書類の差替は、「寄附申込書」提出時までに行ってください。
・受益者負担金から寄附受入書の額を減免し納付額を決定します。
・寄附を行わない場合、減免申請なしとして負担金を決定します。
△(下水道法１６条に係る承認申請)
　　
△「工事施工承認書」交付
工事中
△「工事完了届」提出
△「工事着手届出書」提出
事前調整
・開発行為に関する協議
(都市計画法３２条)
・受益者負担金賦課の確認等
△「寄附申込書」提出
△「寄附受入書」交付
△「負担金決定通知書」
　「納入通知書」発行
　「工事施工承認申請書」と
　「受益者申告書」提出

　実施日　

　公共下水道工事施工承認申請書の提出日が令和３年４月１日分より



～　法的根拠　～

下水道法(抄)
（公共下水道管理者以外の者の行う工事等）
第16条　公共下水道管理者以外の者は、前2条の規定による場合のほか、公共下水道管理者の承認を受けて、公共下水道の施設に関する工事又は公共下水道の施設の維持を行うことができる。(略)

浜松市公共下水道事業受益者負担に関する条例(抄)
(受益者)
第2条　この条例において「受益者」とは、事業により築造される公共下水道の排水区域(以下「排水区域」という。)内に存する土地の所有者をいう。ただし、地上権・質権又は使用貸借若しくは賃貸借による権利(一時使用のために設定された地上権又は使用貸借若しくは賃貸借による権利を除く。以下「地上権等」という。)の目的となっている土地については、それぞれ地上権者・質権者・使用借主又は賃借人をいう。
(略)
(負担金の減免)
第13条　国又は地方公共団体が公共の用に供している土地については、負担金を徴収しないものとする。
2　管理者は、次の各号の一に該当する受益者については、負担金を減免することができる。
(略)
(5)　事業のため土地・物件等を提供した受益者

浜松市公共下水道事業受益者負担に関する条例施行規程(抄)
(受益者の申告)
第2条　条例第2条第1項に規定する受益者(以下「受益者」という。)は、水道事業及び下水道事業管理者(以下「管理者」という。)の定める日までに受益者申告書(第1号様式)を管理者に提出しなければならない。
2　前項の申告書は、受益者が条例第2条第1項ただし書に規定する地上権者・質権者・使用借主又は賃借人である場合は、土地の所有者と連署しなければならない。
3　第1項の申告書は、所有している土地が共有地であるときは、共有している者のうちから代表者を定めて、その代表者が申告しなければならない。
(不申告等の認定)
第3条　管理者は、前条第1項の規定による申告書の提出がない場合又はその提出された申告書の内容が事実と異なると認められるときは、申告によらないで認定することができる。
	(略)
(負担金の減免)
第9条　条例第13条第2項に規定する減免を受けようとする者は、受益者負担金減免申請書(第7号様式)を管理者に提出しなければならない。
2　管理者は、前項の申請書の提出があったときは、別表に定める受益者負担金減免基準に基づきこれを審査し、その結果を受益者負担金減免決定通知書(第8号様式)により申請者に通知するものとする。
別表(第9条関係)
受益者負担金減免基準
	受益者区分
	減免の対象となる土地
	減免率等

	条例第13条第2項第5号に規定する受益者
	受益者が下水道事業のために土地、物件等を提供した場合の当該受益者に係る土地
	提供された土地、物件等の評価額に相当する額



～この取扱いは、法・条例等に基づき事務手続きの適正化を図るものです。御協力をお願いします。～
